予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：老人福祉費　　
	事業名　指定管理者評価員会議運営費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　健康福祉部　高齢福祉課　施設係　　電話番号：058-272-1111（内2596）
E-mail： ｃ11215@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　186千円  （前年度予算額：206千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一般

財源

	前年度
	206
	0
	0
	206
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	186
	0
	0
	186
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	186
	0
	0
	186
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨
指定管理者制度による寿楽苑及び飛騨寿楽園の管理に際し、外部有識者からなる評価員会議を設置し、様々な事項について意見を聴取し、より良いサービスの提供に資する施設運営を図る。（管理運営協定書の第41条関係）
（２）事業内容

管理運営協定書及び岐阜県立飛騨寿楽苑管理運営協定書の第41条に県は評価員会議を設置する旨の規定があり、これに基づき実施するものである。
・評価委員任期　　２年（H26.4.1～H28.3.31) 

・指定管理期間　　５年（H23.4.1～H28.3.31) 

【評価員会議名簿】
	氏　名
	所属・役職等
	備　考

	飯尾　良英
	中部学院大学短期大学部教授
	学識経験(老人福祉論)

	林　　俊明
	岐阜県老人福祉施設協議会副会長
	有識者(施設経営)

	野崎　加世子
	岐阜県看護協会　高山第二訪問看護ステーション総括所長
	有識者(介護事業)

	竹田　武夫
	岐阜県立飛騨寿楽苑　家族会長
	有識者(家族)

	長縄　雅子
	元岐阜市居宅介護支援員連絡協議会会長
	有識者(ｹｱﾏﾈｰｼﾞｬｰ)


（３）県負担・補助率の考え方

 岐阜県立寿楽苑・飛騨寿楽苑評価員会議（年２回開催）開催時の委員謝金、費用弁償等　　
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	　105
	別紙積算資料参照

	旅費
	71
	

	需要費
	6
	

	役務費
	4
	

	合計
	　186
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　指定管理者制度に基づく、県立施設に運営・管理状況の点検・評価を通じて、施設入所者及び利用者に対するサービスの質の向上を促す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　指定管理施設の運営状況把握のための事業であり、指標等、数値に基づく達成度把握等は、事業の趣旨に馴染まない。



（前年度の取組）

	[平成25年度実績]
　・平成25年9月  4日（飛騨市内）

　・平成26年3月19日（岐阜市内）


（前年度の成果）

	　施設運営、サービス提供状況に関する現地確認や意見交換等を通じて、施設利用者の利便性向上とともに、社会福祉施設としての地域貢献の在り方等について、運営者側との意思統一を図ることができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	県立施設の利用や、利便性向上の観点から、必要な事業である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	施設の利用率は、概ね１００％の状況にあり、高齢者の施設利用ニーズに対して、公立の社会福祉施設として、適切に対応していることを確認できている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	外部の有識者を構成員とすることで、公平・中立なは評価や意見交換が可能な体制を確保している。


（今後の課題）

	　―



（次年度の方向性）
	　継続的な施設運営状況の点検や評価会議の実施を通じて、引き続き、施設のサービス向上、社会貢献活動への取り組みを推進していく。


